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循環型社会への移行とともに、自

動車リサイクル法の完全施行が平成

17年1月1日となり、業界では具体的

な対応の必要性に迫られています。

自動車関連事業者、関連団体は、

それぞれの立場に応じて流通から処

分まで、リデュース、リサイクル、

リユースなどに積極的に対応してい

ます。

和歌山県自動車整備商工組合では、

近畿地区の商工組合との共同運営の

もと、整備商工組合コールセンター

を中心とするネットワークを構築し、

リサイクルパーツのオンライン発注

に取り組んでいるところです。

リサイクルパーツはチェック機能

等で一定基準を満たしたものが流通

し、低価格を実現しています。

和歌山県自動車整備商工組合
ＴＥＬ 073－422－2466
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環境に優しいリサイクルパーツの販売
和歌山県自動車整備商工組合

時代に即した、リサイクルパーツの活用で顧客の満足度を更にアッ

プさせながら、環境にやさしい「くるま社会」の構築を目指している

のです。



ＳＴＥＰ1 現状認識　　過去2～3期の貸借対照
表、損益計算書をもとに自社の強みと
弱みを把握します。

ＳＴＥＰ2 環境認識　　自社を取り巻く経済・社

会の変動やマーケットの推移を認識。
ＳＴＥＰ3 必要利益の算定　　税引き前利益の金

額を算定します。後述します。
ＳＴＥＰ4 必要売上高の算定　　必要利益を達成

3．経営計画書の意義

4．経営計画（数値計画）策定のステップ
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優良企業の分析から導き出した「収益結晶化理論」
では、6つの高収益要因を指摘している。すなわち①
高製品力（売上の単価が高い）②高生産性（売上数量
が高い）③外部購入安（変動費が低い）④低労務費
（人件費率が低い）⑤経費削減（人員対応型固定費が
低い）⑥高資本効率（資産対応型固定費が低い）であ
る。高収益要因は、多い順に高生産性、外部購入安、
経費削減、高資本効率になっている。また逆に赤字要
因は外部購入高（商品・材料仕入、外注コスト、燃料
費等の外部購入費用の割高さ）、低生産性（製造、販
売、サービス並びに管理部門等に従業員数の過剰ない

し事業規模比での効率の低さ）固定経費高、低生産力
（技術、品質、ブランドなどにおける訴求力の低さ）、
高労務費（平均値と比べた賃金水準の高さ）の順番で
ある。但し平均計上損失額では低製品力が最大で、次
に固定経費高、高労務費、低生産性、外部購入高の順
序となる。
これらの実際の優良企業の分析結果から、当理論で
は企業をより良くする手法を展開し赤字企業にも経営
改善プログラムとして利用が見込まれる様になってい
ます。

１．収益結晶化理論とは
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プ
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経営者に役に立つ会計の

前回“企業格付け”についてお話し致しましたが、
金融機関は融資先企業を格付けしています。その中で、
破綻懸念先については、経営改善計画が策定されて、
かつその実現可能性が高い場合ワンランク上の要注意
先にして差し支えない事となります。従って該当する
企業は経営改善計画書を金融機関に提出しなければな
りません。これに伴って、金融機関は企業格付け向上

のため企業の経営支援に力を注ぎ、地元金融機関は、
経営支援室を設け企業再生支援に取り組みを始めてい
ます。もちろん金融機関のために経営改善を行うので
はなく、自社が生き残るために経営改善を行うのです
が、黒字企業はもちろん赤字企業こそが計画に基づく
企業運営が求められています。

経営計画書は「社長の経営理念に基づく事業経営の
基本方針と、それを実現する為の具体策を示したもの」
といえるのではないのでしょうか。経営計画書は社長
が作り、経営者の決意の宣言文なのです。次の事項を
盛り込みます。
経営理念・・・・・会社の存在意義

経営ビジョン・・・会社の将来の方向性、社長の姿勢
経営方針・・・・・基本方針（重点施策）、商品・得意　

先・販売促進政策、体制整備方針
経営計画・・・・・数値計画（利益・資金計画・予

想貸借対照表）

2．経営改善計画について
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するにはどれだけの売上高が必要かを
算定します。変動損益計算書（前々回
参照して下さい）で計算します。

ＳＴＥＰ5 予想売上高とのギャップの解決　　Ｓ
ＴＥＰ4で算定した売上高と予想売上
高との間にギャップがある場合、経営
課題となります。必要利益を達成する

ためには、売上高の増加、変動費の削
減、固定費の削減などが必要になりま
す。とりわけ役員報酬についての役割
を後述します。

ＳＴＥＰ6 経営課題の明確化　　ＳＴＥＰ5で経
営課題を明確に把握し、解決方法を具
体的に文章化する。

目標経常利益をいくらにするか決定しなければなり
ません。利益は将来の成長の糧であり、又借入金の返
済の財源となります。売上高に目を奪われるのではな
く、利益ベースで考えることが大切です。
①総資本経常利益率から見た必要利益
・「資本＝他人資本（負債）＋自己資本（資本金）」
ですが経常利益は総資本の5％程度は必要です。
資本金3000万円　他人資本5000万円　計8000万円
8000万円×5％＝400万円
②返済財源から見た必要利益・・・・・必要利益で
借入金等を返済出来るかどうかの観点から見たも
のです。返済財源は、「税引き後当期利益＋減価

償却費」で算定され、返済予定額がその範囲であ
ることが大切になってきます。
借入金の返済額500万円　設備手形の決済200万円
計700万円
減価償却費400万円　法人税等利益の35％とし
た場合
必要経常利益（700万円 － 400万円）÷（1－
0.35）＝ 462万円となります。
従って上記の場合、①で計算した400万円の利益で
は借入金等の返済が出来ませんので（資金が62万円
不足する）②で計算した462万円を目標に計画を作成
すべきです。
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税　理　士 後　安　宏　彦

5．必要利益（目標経常利益）について

利益・資金計画を作成する際、役員報酬は重要な意
味があります。中小企業の場合、社長の考え一つで給
料の額を決定するケースが多くなっており、とりわけ
社長の給与は比較的高く、会社が黒字になると迅速に
役員報酬を更にアップしています。もちろん、これは
会社財産と個人財産のバランスを上手に留保するとい
う点からは大切な事であります。しかしながら、会社
の状況が悪化しても（赤字になっていても）、役員報
酬を引き下げないケースも多いことと思います。高額

な役員報酬により赤字決算になることは、会社格付け
にも影響を及ぼし更に会社財産と個人財産のバランス
を上手に留保するという点からは絶対に避けなければ
なりません。上記4のステップで経営計画書を作成す
る場合、目標利益の調整は役員報酬で行うことになり
ます。役員報酬が前年より小さい金額しか取れない場
合、そのギャップを埋めるため必死に考えます。役員
報酬は、経営計画では「気づき」を与える大きなパワ
ーとなる訳です。

6．役員報酬について

7．最後に
経営計画書は、作成したらそれで終わりではありま
せん。毎月実際の試算表の数値と比較し改善すること
により初めて役に立つものになる訳です。中小企業が

生き残るため、黒字決算化の為に前々回述べた会計処
理の自計化とこの経営計画書の作成を、是非セットで
実践して頂きたく思います。

知識Ⅲ（経営計画書について）
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施策情報

中国ビジネス活動のサポート事業について
地方分権研究会　上海共同拠点事業

和歌山県商工労働部商工振興課

□サポートの概要
中国企業との商談アレンジ、中国訪問時アテンド、
通訳、提携等の相談、契約アドバイス、官公署届出
アドバイス、専門家紹介など、中国ビジネスコーデ
ィネーターが県内企業のニーズに応じ、現地での企
業活動をサポートします。
お申し込みを頂きますと、事務局が中国ビジネス

コーディネーターと調整をし、具体的な支援内容を
決定いたします。

□対象者／県内に主たる事業拠点を有する企業

□費　用／支援内容の範疇に属するサポートについて
は原則無料です。但し、現地での中国ビジ
ネスコーディネーター交通費等については
実費を負担していただく場合がありますの
でご留意ください。

□開始日／中国（主に上海及びその近郊）における本
年9月1日以降の活動を対象に、8月20日
（水）から下記の担当窓口で受付いたします。

□申　込／所定申込み用紙にご記入の上、次迄お申し
込み下さい。

〈申込先〉〒640-8585
和歌山市小松原通一丁目1番地

和歌山県商工労働部商工政策局商工振興課
ＴＥＬ 073-441-2744
ＦＡＸ 073-422-1529

□中国での活動拠点
〒200051
中華人民共和国上海市仙霞路319号

遠東国際広場1507
福岡県上海事務所内
事務局　地方分権研究会中国経済交流協議会

慶応義塾大学グローバルセキュリティ・
リサーチセンター（G-SEC）内

岩手県、宮城県、和歌山県、福岡県の4県では、経済発展が著し
い中国との地域間経済交流を促進するため、共同で中国ビジネスコ
ーディネーターを設置し、福岡県上海事務所を事業活動の基盤とし
て、各県内企業の中国ビジネス活動をサポートしていきます。

〈中国ビジネスコーディネーター〉
陳進躍（ちん・しんやく）氏

44歳　上海市在住
国際ビジネスコンサルタント（フリー）、通訳業

1979年　復旦大学日本語学科卒、同年　上海宝山
製鉄所入社、工程指揮部外事処通訳を経て、輸入プ
ラント契約管理を担当。90年～94年　日本貿易振
興会上海事務所所員、空前の上海進出ブームにおけ
る企業進出サポートや政治経済関連調査レポートを
担当。95年～98年　日系地域企業の上海事務所所
長。98年～現在　フリーのコンサルタント＆通訳と
して日本企業の対中ビジネスを支援。
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①具体的ビジネスが伴わない一般的な企業視察や見学
等のアレンジ、アテンド。
②地域企業の具体的なビジネスに関係のないマクロ
的、全般的な調査活動。
③政治的な諸活動。
④日中両国の法令に反すると思われる案件及び公序良

俗に反すると判断される案件。
⑤各県間あるいは地域企業間で公平を欠くと判断され
る案件（たとえば、一つの案件に著しく時間や費用
を要するおそれのある場合など）。
⑥その他協議会の主旨、目的にそぐわないと判断され
る案件。

※案件の内容、他者との希望重複により、ご希
望にそえない場合があります。
※支援は基本的に無料ですが、別途実費負担が
必要な場合もありますのでご留意下さい。
※サポートはあくまで支援でありアドバイスで

あります。御社の企業活動の結果については、
自己責任でお願いいたします。本事業のサポ
ート内容に基づいたものであっても、県、協
議会、中国コーディネーターは一切責任を負
いませんのでご了承願います。

◆次に該当するものは支援サービスの範囲外となります。

利用申込み（和歌山県商工振興課）

県担当課から協議会事務局へ

事務局による中国コーディネーターとのサポート内容調整

事務局から県へサポート内容を回答

県から申請者へサポート内容を回答

サポート開始

中国ビジネスサポート利用のイメージ

＊所定の用紙に必要事項を記載の上、なるべく利用希望日の4週間前までにお申し
込みください（直前でも受け付けできますが、コーディネーターのスケジュー
ルがとれない可能性が高くなります）

＊上海での活動予定日まで３週間前の予約が優先されます。

＊支援の可否、具体的な支援内容、費用負担の有無等を決定。

＊当事業でご利用いただけるサポート内容をお知らせします。

支 援 サ ー ビ ス の 範 囲 に つ い て

①地域企業の中国ビジネスサポート
中国企業との商談アレンジ、中国訪問時アテンド、
通訳、パートナー企業紹介、提携等の相談、中国進
出サポート、契約・官公署届出アドバイス、専門家
紹介など。
ただし、簡単な手紙の翻訳などは業務に含むが、

契約書作成、技術的なマニュアル翻訳等の専門的翻
訳については対象外とする。
②マーケットリサーチ

対中ビジネスに直接かかわる簡易な市場動向の調
査。
ただし、調査に数日を要するような大規模な調査

（たとえば特定商品、業種のマクロ的な調査など）
は対象外とする。
③その他情報収集

個別のビジネスとは直接関わらなくとも、ビジネ
ス展開上必要な諸情報の収集（たとえば法令の運用
状況や政府機関の見解などの情報など）。



1．アドバイザー派遣企業数（予定） 県内240企業

＊今回のアドバイザー派遣事業における「ｅコマー
ス」とは、BtoC（企業と消費者間における電子
商取引）を対象とさせていただきます。

2．派遣申込期限　平成15年10月31日
（ただし、申込み順に、順次アドバイザーの派遣
の要否を判定し事業実施しますので、申込期限ま
でに240企業に達した場合は、その時点で終了す

ることがあることをご了承願います。）

3．実施方法 県の委託を受けた業者が、アドバイ
ザーを派遣。

4．派遣費用 派遣先企業の負担はありません。

和歌山県商工労働部商工政策局新産業室
ｅビジネス振興班

TEL 073－441－2755 FAX 3073－441－2759
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中小企業ｅコマースアドバイザー派遣事業の実施について
和歌山県商工労働部　商工政策局新産業室

県では、昨年度に引き続き、ｅコマース（電子商取引）を行っている県内中小企業の
要望に応じ、アドバイザーによる相談及び指導・助言を行うための事業を実施します。

1 目　的
地球温暖化や増大するゴミ問題など、今日の環境

問題は私たちの生活と密接な関わりを持っていま
す。このようななか、県民・事業者・行政が協力し
あって、省エネルギー・省資源やゴミの減量化に取
り組み、環境にやさしいライフスタイルや経済活動
を実践する契機とします。

2 実施期間
平成15年10月1日（水）～10月31日（金）

3 実施内容
（１）事業者（店舗）

和歌山県が配付するキャンペーンポスターを店
内に掲示し、『環境にやさしい商品の購入』、『買
い物袋の持参（マイバッグ）』などを消費者に呼
びかけていただきます。消費者への具体的な呼び
かけ方法は、それぞれの店舗で自由に行っていた
だきます。
■『環境にやさしい商品の購入』の呼びかけ

●取 組 例
環境にやさしい商品が一目で分かるように表
示する。

チラシ広告でPRする。
対象商品の特売セールを行う。
対象商品のコーナーを設ける。 など

●対象商品
再生紙を使用したトイレットペーパー
詰替商品（シャンプー、リンス、台所用液体
洗剤等）
エコマークなどの環境ラベルのついた商品
その他リサイクル製品や省エネ製品などの環
境配慮型商品

■『買い物袋持参』の呼びかけ

●取 組 例
店内放送やレジでの声かけを行う。
買い物袋持参者へのスタンプ押印を通常の倍
にする。
10月5日（日）ノーレジ袋デーの全国共同取
り組み。 など

『環境にやさしい買い物キャンペーン』の概要
グリーン購入・マイバッグキャンペーン

お問い合わせは
和歌山県環境生活部環境政策局環境生活総務課
〒640-8585 和歌山市小松原通1－1

TEL  073－441－2690  FAX  073－433－3590
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1 事業の目的
和歌山市では、市内の中小企業の振興と新

たな産業の育成や企業の創造性を高めるため、
中小企業の行う研究開発に対し、その経費の
一部を補助する「和歌山市新製品・新技術開
発支援事業」を実施します。

2 事業の概要
（１）補助対象者
①和歌山市内に住所を有する個人事業主又
は市内に本店登記のある法人で、1年以上
市内で事業を行っている中小企業者

②新製品・新技術の開発を行おうとする者
又は現に行っている者

③市税を完納している者

（２）補助対象事業
補助対象者が行う次の研究開発事業

①機械、器具、装置の高性能化又は省力
化・自動化に関する技術

②新物質、新素材の開発又は利用技術

③生産、加工又は処理のための新技術

④新システム又は新工法の開発

⑤公害防止関連新技術

⑥その他、産業社会の発展に寄与するもの

（３）補助対象経費
研究開発事業に要する経費（人件費は除
く。）

①設備機器の購入等に要する経費

②原材料の購入に要する経費

③消耗品の購入に要する経費

④外注加工に要する経費

⑤研究者の調査等に要する旅費

⑥研究開発の一部を委託する際に支払われ
る経費

⑦その他、研究開発に要する経費

3 申込期間
平成15年9月8日（月）～9月26日（金）
所定の申請書に必要な書類を添付して、受

付窓口に提出してください。

4 補助金額
補助金額は、補助対象経費の50％以内で、

500万円を限度とします。

お問合せ先／和歌山市産業部　企業支援課
和歌山市八番丁9番地　県信ビル1Ｆ

ＴＥＬ 073－428－8220
ＦＡＸ 073－421－6663

平成15年度
新製品・新技術開発支援事業のお知らせ

平成15年度
新製品・新技術開発支援事業のお知らせ

全国労働安全衛生週間　10月1日～10月7日

「見つめてください心とからだ
見なおしましょう職場環境」

全国労働安全衛生週間は、昭和25年の第1回開催以
来、本年で第54回目を迎えます。
9月1日から9月30日迄の準備期間に続いて10月1日

から10月7日迄を本週間として、国民の労働衛生に関
する意識の高揚と事業場における自主的な労働衛生管
理活動の推進、快適な職場環境づくりを目ざします。

厚生労働省



働く女性の母性健康管理について

小規模事業所・女性労働者に対する母性健康管理に関する相談に産
婦人科の先生が電話で応じる「母性健康管理電話相談」を実施してい
ます（無料、秘密厳守）。
御利用ください。

受付曜日　毎週火曜日
時　　間　午前9時～12時
電話番号　0739（22）0019
（榎本コーディネーター宛）

和歌山労働局雇用均等室 TEL073（421）6157

事業主・労働者
の皆様へ

10月は「仕事と家庭を考える月間」です！
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厚生労働省では、毎年10月を「仕事と家庭を考え
る月間」と定め、特別活動を展開しております。
事業主の皆様も本月間を機に各制度の整備等仕事と

家庭を両立させることのできる就業環境づくりを進め
てください。

◆就業規則への記載はお済みですか？
平成14年4月より、改正育児・介護休業法が全面的

に施行され、すべての事業主は、育児・介護を行う労
働者のため、

①休業制度
②勤務時間短縮等の措置
③時間外労働の制限の制度
④深夜業の制限の制度（深夜業を行っている事業
所のみ）

を導入する義務があります。
育児・介護休業制度が未整備の場合は。就業規則等

の早急な整備を行っていただきますようお願いいたし
ます。
また、既に導入済みの事業所についても事業所の制

度について今一度見直しを行っていただき、改正法に
沿った就業規則等の整備をお願いいたします。

◆育児・介護休業法のあらまし
1．育児休業制度
労働者は、子が1歳に達するまでの間育児休業

をすることができます。
2．介護休業制度
労働者は、連続する3か月の期間を限度として、
要介護状態にある対象家族1人につき1回の介護
休業をすることができます。

3．時間外労働の制限の制度
事業主は、育児や家族の介護を行う労働者が請

求した場合には、1か月24時間、1年150時間を
超える時間外労働をさせてはなりません。
4．深夜業の制限の制度
事業主は、育児や家族の介護を行う労働者が請

求した場合には、深夜（午後10時から午前5時ま
で。）において労働させてはなりません。
5．勤務時間の短縮等の措置
事業主は、3歳未満の子を養育し、又は常時介

護を必要とする状態にある対象家族の介護を行う
労働者については、勤務時間の短縮等の措置を講
じなければなりません。

《仕事と家庭を考えるセミナー》

日　時　平成15年10月3日（金）
午後1時30分～

場　所　和歌山東急イン（和歌山市）
内　容　①講演

「企業におけるワーク・ライフ・
バランス（仮題）」

日本アイ・ビー・エム　
人事サービス株式会社
人材開発アドバイザー　

西嶋美那子　氏
②説明・「次世代育成支援対策推進法」

・「育児両立支援奨励金」
・「看護休暇制度導入奨励金」

セミナーのお申し込み、育児・介護休業法に関するお
問い合わせは和歌山労働局雇用均等室
（電話073－421－6157）まで。

10月は「仕事と家庭を考える月間」です！
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1 中小企業者向け契約目標
平成15年度における国等の契約のうち、中小企

業者向け契約の金額が、約4兆8,450億円となるよ
う努めるものとする。
この金額は、国については約3兆2,020億円、公

団等については約1兆6,430億円とする。
2 中小企業者の受注機会の増大のための措置
国等は、前年度までの中小企業者に関する国等の

契約の方針に定められた措置について一層の徹底を
図るものとし、平成15年度においては、次の措置
を強力に推進するものとする。
（1）中小企業官公需特定品目等の発注情報等の提供

及び発注の増大
（2）官公需適格組合等の活用
（3）指名競争契約等における受注機会の増大

（4）中小企業者への説明の徹底
（5）銘柄指定の廃止
（6）分離・分割発注の推進
（7）計画的発注の推進及び労働時間短縮への配慮
（8）適正価格による発注
（9）地方支分部局等における地元中小企業者等の活

用
（10）中小建設業者に対する配慮
（11）技術力のある中小企業者に対する入札参加機会

の拡大
（12）新規開業者に対する受注機会の増大に向けての

措置
（13）調達手続に関する簡素・合理化
（14）中小企業者の自主的努力の助長

平成15年度中小企業者に関する国等の契約の方針（概要：抜粋）

官公需確保対策地方
推進協議会開催

8月19日（火）、和歌山市の経済センター9階会議室
において、近畿経済産業局主催の官公需確保対策地方
推進協議会が開催されました。
「平成15年度中小企業者に関する国等の契約の方

針」の解説をはじめ、官公需施策の取り組み状況、官
公需確保に対する考え方や官公需法概要の説明などが
詳細になされました。

開催地・会期�

（1）東京会場�

　　  ①会　　期：平成15年10月10日（金）～12日（日）�

　　  ②会　　場：サンシャインシティ・コンベンションセンターＴＯＫＹＯ（Ａ・Ｂホール）�

　　  　　　　　　東京都豊島区東池袋3-1�

　　  ③開催時間：午前10時～午後6時（最終日は午後5時）�

�

（2）広島会場�

　　  ①会　　期：平成15年10月31日（金）～11月2日（日）�

　　  ②会　　場：広島県立広島産業会館西展示館�

　　  　　　　　　広島市南区比治山本町16－31（広島産業文化センター1Ｆ）�

　　  ③開催時間：午前10時～午後5時�
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和歌山県自動車整備商工組合
事務局長

田中　芳男氏

～組合プロフィール～
昭和26年設立の（社）和歌山県自動車整備振興会をベースにして、自動車分解整

備業の中小企業者の改善発達を図ることを目的とし、昭和50年11月設立総会を
開催、その後約28年間にわたり、現在県下約930事業場を対象に情報の収集及び
提供や構造改善事業をはじめ組合員の取扱う整備用部品材料等の共同購入・販売
並びに各種共済事業を行っています。

～業界近況について～
平成7年7月の道路運送車両法の改正により、車両の検査が緩和されユーザー車

検が台頭した影響も加わり、組合員の整備売上が減少し、苦しい経営が強いられ
ています。
このような中で、フロン破壊法による地球環境問題及び平成17年1月1日に施

行予定の自動車リサイクル法や平成17年予定のIT化に伴うワンストップサービス
等業界としては近年にない苦しいターニングポイントの時期を迎える事となり、
組合運営について憂慮しているところです。

～組合PR～
和歌山県の地域性から県下を7ブロックに区分し、それぞれに独立性の持った

各自動車整備協同組合が存在しており、また当組合の母体となっている自動車整
備振興会と共に、一致協力のもと県下組合員の発展に寄与しています。

～ご自身の日常について～
30代・40代には2～3年毎にストレスを起因（自己診断）とする、胃及び十二

指腸潰瘍が起こり、治療をしながら日常生活を繰り返していましたが、ストレス
発散のために、この10年間は年に数度のゴルフや年1回北アルプスへの山登り及
び月1回の日帰りハイキング等で太陽の下きれいな空気を満喫することに努め、
幸いなことに50歳を超えてからは健康な毎日を過ごしています。

和歌山県飲食業生活衛生同業組合
専務理事

山野　雅之 氏

～組合プロフィール～
環衛法は昭和32年9月施行により各県組合の設立が進められるなか、当組合は

昭和43年12月環衛組合として県知事の認可を得て設立、以来30有余年間着実な
歩みを続け、創立30周年時には組合員2450人を擁する大組織に成長しました。
長びく不況により休廃業が跡断たず厳しい状況にある。

～業界近況について～
昨年6月1日に施行した道路交通法改正が大きく影響している。零細な組合員の

多くは苦境に堪えられず廃業していくが、この仕事を天職として志した者が、こ
の苦境の荒波に溺れ流されることのなく頑張っていこうと励ましている。今はど
ん底の状態であります。

～組合PR～
新しい事業の展開を図り組合員に元気を取り戻すため“魅力と活力ある組合づ

くり”を本年度のタイトルを基本理念に掲げ、現在各支部長ともども積極的に活
動を展開している。
本年9月には香川県先進地組合2ヶ所を視察見学する予定であります。

～ご自身の日常について～
地方公務員として40年余り勤めましたが、御蔭健康で病気もせず頑張っており

ます。
何か組合のために、何年か後でよくやってくれたな、と言って貰えるものを考

えているが、思い浮かばない！今までは組合財産として土地建物を購入し建設し
ました。
得意な趣味は余りないが、国内外の旅行と写真位です。
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組合特定問題研究会開催
～那賀郡自動車整備協同組合～
7月15日（火）、組合会議室にて那賀郡自動

車整備協同組合を対象に、組合特定問題研究
会を開催しました。
弁護士の田中繁夫先生を講師に迎え、「組

合員の顧客に対する不良債権の回収方法につ
いて」と題し、契約、請求方法、時効、強制
執行、破産等について講義がありました。
出席者は講義終了後、自社のケースについ

て質問するなど熱気溢れる研究会となりまし
た。

関西における科学技術の振興のための具体的な方策や国政レベルの科学技術振興策等について議論

し、関西から科学技術にかかる政策提言や情報発信を行うことを目的とする同セミナー（関西財界セ

ミナーのサイエンス版）を下記の通り開催しますので、是非、ご参加ください。

【主　　催】
○関西科学技術セミナー企画会議（会長：梅棹忠夫京大名誉教授）
○関西サイエンス・フォーラム（会長：秋山関経連会長） ※関西経済同友会の科学技術に関する部会

○和歌山県　※第８回開催県

【セミナー】
○テーマ　バイオ・グリーン産業が拓く21世紀の循環型社会
○日　時　平成15年11月10日10時～18時（予定）
○場　所　ホテルアバローム紀の国（和歌山市）

【テクニカルビジット】
○日　時　平成15年11月11日10時出発（17時頃解散）
○視察先　近畿大学先端技術総合研究所、㈱島精機製作所、花王㈱和歌山工場

【対　　象】経営者、研究者、行政関係者　他　計250名程度

【参加費】お一人　20,000円
（上記には、セミナー、レセプション、テクニカルビジット参加費および会議資料費、昼食費が含ま
れます。）

（講演予定）・基調講演
歌田勝弘（味の素㈱相談役、日本バイオ産業人会会議代表世話人）
「我が国バイオ産業戦略が目指すもの」
・テーマ別講演
・パネルディスカッション

お問い合わせ先：県企画総務課　科学技術振興班まで　　Tel 073-441-2373

第8回�関西科学技術セミナーの開催について�
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児童木工工作フェア開催
和歌山木材協同組合の青年部による、木成ク

ラブは、8月3日（日）、マリーナシティわかや
ま館にて、児童木工工作フェアを開催しました。
このフェアは、木に触れ合う機会を作ること

により、木のぬくもりを感じてもらおうと、毎
年夏休みのこの時期に実施しており、今年で
15回目を迎えました。

上田力生会長に話を聞くと、「何を作るというのは
特に決めていません。創造力をふくらませて子供達の
自由な発想で作ってくれれば」との事でした。
当日は、親子連れ約150人が参加し、家族だんらん

の中から、子供達のオリジ
ナル作品が次々と生み出さ
れていました。

～ぶらりぶらくり夏祭り2003～
8月2日（土）、恒例の紀州おどりがスタートする和歌山市ぶらくり丁の目抜き通りでは、“ぶら

りぶらくり夏祭り”を開催。
雑賀橋の風に吹かれての納涼ビアガーデン、スーパーボ

ールすくい、すいか割り大会、ウルトラマンコスモスも出
現。趣向づくしのイベントに、大勢の人たちが、ぶらくり
丁の夏祭りを満喫していました。

ぶらくり丁商店街協同組合
ＴＥＬ：073-423-6912
北ぶらくり丁商店街振興組合
ＴＥＬ：073-431-6531
東ぶらくり丁商店街振興組合
ＴＥＬ：073-423-3251
中ぶらくり丁商店街振興組合
ＴＥＬ：073-431-2228

和歌山木材協同組合
ＴＥＬ：073-445-5574
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地元企業に有能な人材を!!
～きのくに人材Ｕターンフェア～
8月13日（水）、ホテルグランヴィア和歌山にて、

第19回きのくに人材Ｕターンフェアが開催されま
した。
毎年お盆のこの時期に実施される秋のＵターンフ

ェアは、来春卒業予定の学生だけでなく、一般のＵ
ターン希望者も対象としており、今回は、出展企業
46社、募集人員193名のところ、587名の参加者が

ありました。
開会式では、県商工労働部　石橋部長が、「和歌

山の雇用は依然として厳しいですが、企業の皆様に
は有能な人材を一人でも多く採用していただきた
い」と挨拶されていました。
会場では、企業の個別ブースでの面談に加え、一

般のＵターン希望者を対象とした企業合同説明会も
開催され、参加者と企業が共に将来を担っていこう
という熱意が感じられるフェアとなりました。

田辺市商業協同組合

ＴＥＬ：0739-22-2900

アオイ通り協同組合

ＴＥＬ：0739-25-2552

田辺市湊本通商店街振興組合

ＴＥＬ：0739-22-1192

～田辺市商店街恒例ヤーヤーまつり～
8月9日（土）、今年で第31回目となる田辺市商店街恒例のヤーヤーまつりが開催されました。
例年は8月8日開催ですが、台風接近の折りしも、9日に順延。
午後7時の花火を合図に鼓笛隊パレードで華やかに幕を開けました。

金魚すくいや鈴虫の販売など昔懐かしいレトロなイ
ベント、巨大ソーメン流し・巨大スマートボーリング、
ふるさと自慢踊り大会等々、市民と商店街との豊かな
ふれあいをテーマに今年の“ヤーヤー”も大いに賑わ

いをみせていました。
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〒640-8024
和歌山市元寺町5丁目1番地
TEL 073-433-4057
FAX 073-433-2699

業界紹介、サービス紹介、特に組合員
紹介には所在地地図情報へのリンクな
ど、非常に充実したホームページです。

URL http://www.wasa.jp/frt.html

〒640-8341
和歌山市黒田189-7
TEL 073-475-1481
FAX 073-475-1498

融合化開発組合ならではのホームペー
ジで、研究・開発事業の概要説明など
の充実には、目を見張るものがありま
す。

URL http://www.chuokai-wakayama.or.jp/watoro/guidance/index.html
事

業

協

同

組

合

ワ

ト

ロ

平成14年度の中央会事業により11の会員組合がホームページを開設しました。
このページでは毎月2組合ずつホームページアドレスとトップページの紹介をしてい

ます。

和
歌
山
県
自
動
車
車
体
整
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合
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高梁栄町商店街振興組合
●所 在 地 〒716-0035

岡山県高梁市栄町1953
●電 話 番 号 0866-22-2438
●F A X 0866-22-7717
●設　　　立 平成元年5月
●組 合 員 数 41人
●出 資 金 87万円

●地　　　区 栄町
●主 な 業 種 小売業
●組 織 形 態 商店街組合
●専 従 理 事 1人
●組合専従者 1人
●Ｕ Ｒ Ｌ －

商店街の賑わい創出にむけた地元大学との連携

「手作り遊び教室」や「ぶ・らぶ・ら市（夕市）」、地元大学の学生、商店主、地域住民

によるコミュニティづくりで、賑わいを創出している。

■背景と目的
高梁栄町商店街は、城下町高梁の中心商店街として長い伝統をもつ。しかし、近隣地域へのショッピングセン

ターの出店により、厳しい状況に直面している。
■取り組みの内容
こうした中、「手作り遊び教室」や「ぶ・らぶ・ら市（夕市）」等、地元大学の学生と地元商店主、地域の親子

によるコミュニティづくりで、賑わいを創出している。これらの活動は、地元大学の福祉・ボランティア学科の
学生との交流から生まれたものだが、学生にとっては「手作り遊び教室」などの実践を通じた社会との関わりが、
そのまま貴重な教育の現場となっている。現在では「手作り遊び教室」などの諸活動が消費者の支持を得て、発
展的に運営されている。
■成果
現在では、地元大学、商店、地域の親子の連携による様々な活動が行政や住民の支持を得て定着しただけでな

く、市周辺地域まで拡がりを見せつつある。また、子供フェスタなども商店街の賑わいを復活するうえで、重要
なものとなっている。小学生などの子供を持つ比較的若い世代の親子を対象に、多様化した消費者のニーズや感
性にマッチした取組みが、消費者の支持を得ている。

全国の先進組合事例

▲手作り遊び教室 ▲子供フェスタ
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企業組合ふるさと薬膳森樹

農村の中高年女性が薬膳料理を通じて地域おこしを担う

地元の農産物を使用し、レストラン事業を展開。地域おこしとともに、都市住民との交

流を行うなど、中高年女性の生きがいの場を創出した。

■背景と目的
平成7年、地元の中高年女性により『食と健康を考える会』が発足。翌年には、小淵沢町に、農林水産省の補助

事業『リフレッシュビレッジ事業』で、都市住民と農村住民の交流施設『スパティオ小淵沢』がオープンした。
温泉、宿泊、飲食施設等を完備、都市住民と農村住民の交流、農村の振興を図るもので、同会がその施設内で、
薬膳料理レストランを開業することになった。平成9年には、組織の基盤強化のため、企業組合を設立した。
■取り組みの内容
『食と健康を考える会』を母体として、レストラン事業を運営するため、できるだけ多くの人が参加できる方

法として企業組合を設立した。同会が行っている生産・加工、郷土食の研究との連携を通じて、地元農産物を使
った薬膳料理の開発も進めている。
■成果
農村の中高年女性が共同してレストラン経営を始めたということが、マスコミ等に取上げられ、全国各地から

視察が相次いだ。初年度9ヵ月間の売上高は、3,100万円、次年度は約5,000万円、3年目の平成13年度は約4,600
万円といくらか減少しているが、経営はおおむね順調である。

●所 在 地 〒408-0044
山梨県北巨摩郡小淵沢町2968-1

●電 話 番 号 0551-36-3340
●F A X 0551-36-3340
●設　　　立 平成9年7月
●組 合 員 数 65人
●出 資 金 95万円

●地 　 　 区 －
●主 な 業 種 飲食サービス業
●組 織 形 態 集中型企業組合
●専 従 理 事 －
●組合専従者 －
●Ｕ Ｒ Ｌ http://www.chuokai-yamanashi.or.jp

/kumiai/yakuzen/index.html



中央会わかやま No.467 2003.9 17

岡山県表具協同組合
●所 在 地 〒700-0853

岡山県岡山市豊浜町7-29-2
●電 話 番 号 086-265-3331
●F A X 086-265-3332
●設　　　立 昭和34年12月
●組 合 員 数 42人
●出 資 金 72万円

●地 　 　 区 岡山市他6市4町
●主 な 業 種 表具業
●組 織 形 態 同業種網羅型
●専 従 理 事 1人
●組合専従者 1人
●Ｕ Ｒ Ｌ －

産官連携により環境対応の新商品を開発・商品化

厳しい環境を克服するため、産官連携による環境対応の新商品２種類の開発に成功。組合

員に販売価格面でメリットを与えるとともに、組合活動の活性化が図られた。

■背景と目的
表具業界は建築の洋風化、ライフスタイルの変化、不況による需要減少に加えて、異分野からの参入もあり、

極めて厳しい状況下にある。このような中、組合では、平成11年から、現代のライフスタイルにマッチした新商
品、新用途の研究を重ねてきた。同年、岡山県中央会が建設関連業者の連携による経営革新（ネットワーク研究
会）への呼びかけに参加したところ、新商品開発のヒントが生じ、環境に配慮した酸化チタンを主材料とする光
触媒技術による商品開発や活性炭を使用した襖の開発を行うことになった。
■取り組みの内容
組合と県工業技術センター（光石一太工学博士）との連携による新商品の内容は、①「ライトミクロン」（酸化

チタンを主成分に光触媒技術を利用した製品で、襖、障子等の新調時に表面にコーティングすることで効果を発
揮する。有毒ガスを分解するほか消臭・防汚・除菌等の効果が発揮される。）、②「炭襖エアクリーン（活性炭取
り付けの襖）」（襖のガラリ（下部）の部分に炭シートを挟んで、部屋の空気の嫌な匂いや湿気を取り除く。）、で
ある。
■成果
これら新商品開発の成果としては、①ユーザーに対し安全で、環境にも配慮した高付加価値商品を開発するこ

とで、より高い顧客満足を実現するとともに、多様な分野への利用機会が拡がる可能性が出てきたこと、②組合
員に開発商品を割引価格で提供するので、経済的なメリットが生じ、員外者との差別化が図られること、③組合
が県工業技術センター等と共同で新商品の開発を進めることにより、目標を共有でき組合員間の団結も高まり、
組合活動の活性化が図られたこと、などがあげられる。

▲表具展 ▲「ライトミクロン・炭襖エアクリーン」
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企業組合リプルケアーセンター
●所 在 地 〒738-0513

広島県佐伯郡湯来町大字伏谷中郷乙
1361番地

●電 話 番 号 0829-40-5131
●F A X 0829-40-5139
●設　　　立 平成12年1月
●組 合 員 数 81人

●出 資 金 431万円
●地 　 　 区 －
●主 な 業 種 訪問介護
●組 織 形 態 分散型企業組合
●専 従 理 事 6人
●組合専従者 81人
●Ｕ Ｒ Ｌ http://rpl-care.com/

優れた結束力と指導力で成績好調、新事業展開へ

広域企業組合が、優れた結束力と指導力とで当初目標の高齢者介護事業をクリア。福祉事

業として高齢者の尊厳を重視した賃貸マンションの自力建設へ。

■背景と目的
長年、共に活動した仲間が等しく高齢化する中で、老後も能力を活かしながら、できる限り自立し、人間らし

く生きていける高齢者福祉に関する問題意識をもったことが介護事業創業への大きな基礎となった。組合設立時
は、まず高齢者介護制度に則った介護事業に取り組むこととし、訪問介護、介護支援、訪問調査、福祉用具の貸
与、訪問介護員の養成と一連の事業を手がけ、個人の自由・プライバシー等、個人としての尊厳が保たれること
の少ない現行の老人ホーム等のあり方に疑問を持っていた。
■取り組みの内容
発足当時は、訪問介護員の技能向上や介護員と利用者との密着化に努めるなど、個々の技能向上対策を図るほ

か、広範囲の組合の地区を束ねるため、7箇所に地区センターを設置した。徹底した情報公開のもと、理事会のほ
か、介護支援専門員会議等を毎月開催して、業務遂行上の問題点の解決策やサービス向上策を検討するなど、組
合の体制整備に努力が注がれた。こうした努力の結果、組合の売上高は第3期決算で1億9千万円に達するまでに
なった。そこで、趨勢の見通しが見え出した第2期の中途から、かねてからの想いであった高齢者向け賃貸マンシ
ョン事業に取り組むことになった。平成14年11月に施設が完成し、運営面では付加サービス機能を充実させて、
高齢者が安心して住み、楽しめる住環境を提供するように努めている。
■成果
高齢者向けマンション事業については、その成果を検証し、今後各センターにも拡大する構想となっている。

▲高齢者向けマンション全景 ▲マンション竣工披露パーティ開始前
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協同組合サン畜産副産物研究会
●所 在 地 〒899-8608

鹿児島県曽於郡末吉町南之郷393-1
●電 話 番 号 0986-76-1190
●F A X 0986-76-0081
●設　　　立 平成10年2月
●組 合 員 数 4人
●出 資 金 400万円
●地 　 　 区 鹿児島県、宮崎県

●主 な 業 種 調味料製造、飼肥料製造、
調味料卸売業

●組 織 形 態 同業種同志型
●専 従 理 事 －
●組合専従者 13人
●Ｕ Ｒ Ｌ http://www4.ocn.ne.jp/̃sunbase/

sub 5.html

畜産副産物の高度利用化を図り、新規需要を開拓する！

国内消費者からの食肉生産の合理化、価格の引下げ要求に対応し、畜産副産物の高度利用

化の促進、高付加価値化を図ることによって、畜産業界の経営効率を高める。

■背景と目的
食肉処理場から発生する豚クズ皮（面皮・尻皮）をレンダリング工場で骨等と一緒に蒸煮乾燥して、配合飼料

の原料としていたが、配合飼料メーカーから肉骨粉に混在していた豚毛が異物であるとその除去を要請された。
しかし、工程の特性上、除去は難しく容易に応えられないため、豚クズ皮が産業廃棄物として破棄されており、
食肉処理場や地域の環境に深刻な影響を与える恐れがあった。そこで、産学連携によって豚クズ皮を食用化する
技術を確立し、事業化することになった。
■取り組みの内容
設立後、豚クズ皮が持っている水溶性タンパク質に注目し、
研究開発に取り組み、食用化技術を確立することができたこ
とから、農林水産省と鹿児島県の助成を受け、施設を整備し
た。現在、豚クズ皮から食用エキスと食用油脂を製造・販売
している。
■成果
豚クズ皮の食用化事業によって、今まで無価値とされてい

た豚クズ皮が有価物となり、と畜場の売上増加に寄与してい
る。また、豚一頭の値段が上がることにより、養豚農家の所
得向上や地域経済の活性化にも貢献している。
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（前年同月比）�

の推移�

年間DI値�
（前年同月比）�

の推移�

前年同月比の景気動向�
項　目�

業　種�

食 料 品 �

繊 維 同 製 品 �

木 材 木 製 品 �

印 刷 �

化 学 ゴ ム �

窯 業 土 石 製 品 �

鉄 鋼 金 属 �

そ の 他 �

卸 売 業 �

小 売 業 �

商 店 街 �

サ ー ビ ス 業 �

建 設 業 �

運 輸 業 �

売 上 高 �

－45.0

収 益 状 況 �

－65.0

資 金 繰 り �

－47.5

業 界 景 況 �

－65.0Ｄ Ｉ 値 �

製

造

業

�

非

製

造

業

�
（情報連絡員40名のうち回答数40名　回答率100％）�

ＤＩ（ディフュージョンインデックス）値
ＤＩ値は景気が上向きか下向きかを表す数値です。
ＤＩ値＝増加（好転）割合　－　減少（悪化）割合
ＤＩ値＞０　…　景気上向き
ＤＩ値＝０　…　景気横ばい
ＤＩ値＜０　…　景気下向き

前年同月比における「業界景
況」判断指数（ＤＩ値：景気動
向指数）は、マイナス65.0ポ
イントであり、同6月調査と比
べて10ポイント改善した。
同6月調査と比べ、「売上高」

は2.5ポイント改善、「収益状況」
も5ポイント改善、「資金繰り」
も5ポイント改善した。
7月の調査では業界景況に関

して、情報連絡員40名のうち、
「不変」との回答は10名、「悪
化」との回答は28名で、「好転」
との回答は2名であった。

総　評

業界景況／前月比�業界景況／前月比�

 10ポイント改善�



中央会わかやま No.467 2003.9 21

製造業

食 料 品 �

繊維・同製品�

木材・木製品�

窯業・土石製品�

鉄 鋼・金 属 �

梅干原料価格は昨年比約40％強高の見通し。収穫量は平年比約65％、秀品率の低下、
台風の余波による落果、病虫害の発生等大変な年となりました。通販、ギフト、土産物関係
等軒並み落ち込みで売上下落の厳しい状況。「安全」・「安心」の紀州梅干商品供給に奮
闘しております。（梅干）�

5～7月は天候不順のため、夏物の販売が不調。秋物受注はあまり進んでいない。（ニット）�

この時期に至っても、動きは非常に悪い。（織物）�

坪単価の低下や低価格マンションの影響と輸入商品との競合から、受注単価はますます
厳しくなっている。（建具）�

盆前で少し忙しそうです。（建具）�

当業界では、年間を通じ売上減となる期間（6～8月）に入り、各社新製品を模索中。（家具）�

地区によりバラツキがあるが、県全体としての出荷は前年同月並で推移。（生コン）�

設備投資が活発化している。（機械金属）�

非製造業

小 売 業 �

サ ー ビ ス 業 �

運 　 輸 　 業 �

零細小売業者は苦戦を強いられている一方、オークワはパームシティ店をリニューアルオ
ープンし、8月には川永西店を新規開店する。又、イズミヤは常に盛況であり、大型店、特に
郊外店は好調のようだ。生活者の少ない所に立地している既存商店街の将来は悲惨だ。�

（和歌山市）�

商店街は夏物のバーゲンに入っているお店がほとんどですが、いつものバーゲンの活気
が見られず終わりそうです。田辺市商店街連合会では、6月より第2金・土曜日に「行っ得、
買っ得」をテーマに販売促進を行っていますが、今のところ良い効果は得られていません。�

（田辺市）�

旅館業は夏休みが一番の収入源なのに、お盆の3ヶ日ですらそこそこ空室が有る状況です。
効果的な戦略も打ち出せず、危機感のみを感じて落ち込む経営者が多過ぎる。家康の心
境で「鳴くまで待とうホトトギス」では、活性化せずますます暗さが伴うばかりです。（旅館）�

対前年同月比で、宿泊人員（107.6％）、総売上料金（104.0％）、1人当たり消費単価（96.6
％）、総宿泊料金（106.7％）、1人当たり宿泊単価（99.1％）。1～7月の宿泊人員で見ると、
14年は554,946人、15年は560,436人で5,490人の増（＋1.0％）である。（白浜旅館）�

7月12日・13日の両日、中古車フェアを参加企業15社によって開催し、22台の成約があっ
た。安価な車が売れ、100万円以上の車は1台だけだった。（田辺自動車）�

輸送数量がやや減少、燃料費が前年と同額であるが、少し輸送数量が減少すると、収益に
大きく影響する。（和歌山市）�

燃料（軽油）も若干上昇の気配があり、夏場も厳しい状況。（有田トラック）�
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より安い掛け金!�

　　　より早い支払い!�

　　　　　　より簡単な手続き!

契約者を救う他に類のない共済制度です。�

問 合 先 ● 和歌山市西汀丁２６番地　TEL（０７３）４３１－３２８８（代）�

火 災 共 済 �

自動車事故見舞金共済�

強制保険�
任意保険�
�

とは全く関係なく全て契約者（加害者・被害者）に支払われます。�

契約車�

被害車� あなたがけが� 同乗者がけが�

あなたがけが� 同乗者がけが� 相手がけが�加害車�

あなたが�

あなたにお支払い�

和歌山県火災共済協同組合�

和歌山県中小企業共済協同組合�

●　マキシムＲ（逓増定期保険）
損金で落としながら有退時の役員退職金の準備
が出来ます

●　総合保障プラン
集団割引なのでどこよりも安い掛金で、高額保
障・高額医療保障

●　年金共済（拠出型企業年金保険）
高齢化社会に備え、老後生活資金が準備できま
す（個人年金保険料控除適用可）

●　特定退職金共済制度
大企業なみの退職金制度の確立で、優秀な人材
の確保を

中央会共済制度�中央会共済制度�中央会共済制度�中央会共済制度�

日時 平成15年10月30日（木）

場所 東京渋谷公会堂

大会参加を兼ねた独自の旅程を企画しました。

10月29日（水） 昇仙峡、善光寺（甲斐）

10月30日（木） 石和・モンデ酒造視察

全国大会参加

（大会参加料6,000円は中央会
で負担）

参加料金76,000円（1名）

お問い合わせは、中央会総務課迄

TEL073-431-0852 FAX073-431-4108

中小企業団体全国大会開催ご案内
～「たゆまぬ挑戦　新たな飛躍」～

共済受託会社

三井生命保険相互会社
和歌山支社 和歌山市北汀丁７番地

ＴＥＬ 073－431－5231
ＦＡＸ 073－423－7017

第55回


